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1．はじめに
近年、精力的に研究や開発が進められている歪硬化型繊維補強セ
メント複合材料（以下、SHCC）は、普通コンクリートと比較して、
靱性や曲げ強度がはるかに大きい特長を有する。高性能な短繊維を
粘性の大きいモルタルに混入することにより、硬化後、引張応力下
でひび割れが分散され、また、ひび割れ発生後も引張力を伝達する
ことが可能である。SHCC を実部材に用いる場合、部材の曲げ性状
やせん断性状に対する評価とともに、鉄筋との付着性状を把握する
ことも重要である。特に、境界梁のように高密度配筋の短スパン梁
では付着割裂破壊が危惧される。そこで、著者らは、片持梁形式の
付着実験を行い、SHCC 部材の付着割裂性状を把握した 1）。実験の
結果、SHCC 部材の付着割裂強度は普通コンクリート部材と比較し
て大幅に増大し、せん断補強筋と同様な繊維架橋による拘束効果が
確認された。
本研究では、先の実験をさらに押し進め、主筋のあき間隔を小さ
くした試験体を用いて、SHCC 部材の付着割裂性状および付着割裂
強度を把握することを目的とする。SHCC では粗骨材を用いないた
め、打設（繊維の分散性）に影響のない範囲で鉄筋あき間隔を小さ
くすることが可能であると考えられ、部材断面の縮小や高密度配筋
に対応することができる。本実験では、最小でかぶり厚が鉄筋径の
0.5 倍（鉄筋のあき間隔で鉄筋径の 1 倍）の引抜試験体を作製し、
加力実験を行う。鉄筋のあき間隔が小さくとも、SHCC を用いるこ
とによって鉄筋周辺の割裂破壊を防止することができると考えられ
る。本研究では実部材の応力状態に近いと考えられる単純梁型試験
体による加力実験とともに、付着長を鉄筋の 4 倍とした局所付着割
裂実験を計画し、両者の結果を用いて実験結果を検討する。
2．使用材料
2.1 SHCC 
SHCC には PVA 繊維を用い、体積混入率は 2.0%とした。使用し
た PVA 繊維の性質を表 1 に示す。また、SHCC の設計基準強度 Fc
は 30MPa とした。材料試験により得られた SHCC の力学性能を表 2
に示す。圧縮試験には 100φ－200mm の円柱供試体を用いた。また、
引張強度は曲げ試験（JCI-S-003-20072））により求めた。曲げ試験に
より得られたモーメント－曲率関係（以下 M－φ 関係）を図 1 に示
す。
曲げ試験において、繊維架橋によるマルチプルクラック性状を確
認し、M－φ 関係より、ひび割れ発生後にモーメントが増大するた
わみ硬化特性を確認した。
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表 1 繊維諸元
繊維 繊維長(mm) 
繊維径
(mm) 
破断強度
(MPa) 
弾性係数
(GPa) 
PVA 12.0 0.04 1690 40.6 
表 2 SHCC の力学性能
圧縮試験
JIS A 1108 
曲げ試験
JCI-S-003-2007 Fc
(MPa) 圧縮強度
(MPa) 
弾性係数
(GPa) 
引張
終局歪
(%) 
引張強度
(MPa) 
備考
44.5 15.3 2.86 4.61 局所付着割裂実験30
46.1 17.5 1.25 4.24 単純梁型付着実験
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2.2 鉄筋
材料試験により得られた鉄筋の力学性能を表 3に示す。鉄筋の断
面積はすべて公称断面積（D6は 31.67mm2、D13は 126.7mm2）とし
た。また、応力－歪関係において D6（SD295）では降伏棚が明確で
はなかったため、0.2%オフセット法を用いて降伏強度を算出した。
降伏歪はそれぞれ降伏強度を弾性係数で除して求めた。
3.局所付着割裂実験
3.1 試験体
試験体概要を図 2 に、試験体一覧を表 4 に示す。試験体は
182×182×91mmの直方体 SHCCブロックの中心に D13鉄筋を配筋し
たもので、SHCC の割裂を誘発するように 2 辺にスリット（ポリス
チレンフォーム）を設けている。主筋には竹節の D13（SD685）を
使用した。試験区間は鉄筋中央部 4dbの区間で、前後 1.5db区間には
鉄筋に塩ビパイプをかぶせ SHCCとの付着を絶縁している。変動因
子であるかぶり厚 C（鉄筋あき間隔の 1/2）はスリットの寸法を変化
させることにより調節し、0.5db、1.0db、1.5db（db：鉄筋径）の 3種
類とした。同一因子試験体を 3体ずつ作製し、実験を行った。
3.2 実験方法
加力はスリット内部の SHCCの面外変形を拘束しないように設け
た加力板の上に試験体を設置し、主筋を単調に引き抜くことにより
行った。計測項目は引抜荷重および鉄筋の自由端のすべり量である。
3.3 実験結果
加力終了後の自由端側のスリット周辺のひび割れ発生状況の例を
写真 1に、付着応力－荷重端すべり量関係を図 3に示す。図中のプ
ロットは最大付着応力点（付着強度）を示す。なお、荷重端すべり
量は、試験区間内の付着応力分布を一様と仮定し、計測した自由端
すべり量に鉄筋の伸び量を加算して求めた。
スリット位置でのひび割れがみられたが、繊維による架橋効果で
急激な耐力低下はみられず、最大荷重付近ですべり量の増大がみら
れた。最大付着応力時のすべり量は、おおむね 0.2～0.6mmである。
また、主筋 2つ目の節における噛み合い（すべり量で 10mm程度）
で耐力の再上昇がみられた。加力終了後にブロックを分割して界面
を観察した試験体では、主筋の抜出しにより、SHCC 界面にはほと
んど鉄筋の節形状が残っていなかった。かぶり厚の増加にともなう
付着強度の増加が確認できる。
スリット
石こう
テフロンシート
打設方向
変位計
加力板
加力方向
C
db
1.5db
14db
14db
1.5db
4db
 
図 2 試験体概要 
表 4 試験体一覧
かぶり厚設計基準強度
Fc (MPa) 
主筋
C (mm) C / db
6.5 0.5
13 1.030 D13竹節(SD390) 
19.5 1.5
 
    
写真 1 ひび割れ発生状況例（自由端側：C / db=0.5）
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図 3 付着応力－荷重端すべり量関係
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 図 1 M－φ 関係
表 3 鉄筋の引張試験結果一覧
鉄筋径 種類 降伏強度(MPa) 
弾性係数
(GPa) 
降伏歪
(%) 
引張強度
(MPa) 備考
D6 SD295 364 185 0.197 514 単純梁型付着実験（肋筋）
381 192 0.198 539 単純梁型付着実験（圧縮側主筋）SD345
369 193 0.191 543 局所付着割裂実験D13
SD685 762 192 0.397 952 単純梁型付着実験（引張側主筋）
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4．単純梁型付着実験
4.1 試験体
試験体は全 6 体（No.1～No.6）で、左右のせん断スパン域に試験
区間を設けることにより、試験区間は全 12 区間である。試験体配筋
図例を図 4 に、試験体諸元を表 6 に示す。変動因子は、主筋本数、
肋筋比、付着長である。
試験体断面寸法は 200×350mm とし、主筋には竹節の D13（SD685）
を、肋筋には D6（SD295）を使用した。
変動因子である主筋本数は、5 本、6 本および 7 本（C / db = 1.0、
0.8 および 0.6）の 3 種類である。肋筋比 pwは 0%、0.4%、0.8%の 3
種類とした。付着長は 208mm および 104mm（主筋径の 16 倍および
8 倍）の 2 種類とした。
試験区間端部は、支点反力による拘束を受けないように、主筋外
周に薄肉鋼管（外径：19mm、内径：16.6mm）を配して付着を絶縁
してある。付着を絶縁した区間が、試験区間の付着強度に影響しな
いように、付着絶縁区間と試験区間の境目に主筋位置までかぶり部
分にスリットを設けた。なお、試験体が付着割裂破壊する以前に曲
げ降伏およびせん断破壊を起こさないように試験体内部には補強筋
を配筋した。また、SHCC の打設方向は、横打ち（梁側面より打設）
とした。
4.2 実験方法
加力は単純梁形式（1 点載荷）を採用し、一方向単調載荷を行っ
た。1 つの試験体で 2 箇所の試験区間に対し、まず、肋筋比が 0%の
区間（試験区間 L）を先に加力し、その後加力位置をずらし、2 箇
所目の区間（試験区間 R）の加力を行った。主筋の自由端すべり量
は、試験体端面との相対変位として変位計により測定した。また、
各主筋の歪値は、試験区間引張側端部に歪ゲージを貼付して測定し
た。
 
図 4 試験体配筋図（試験体 No.3）
表 6 試験体諸元
主筋 肋筋試
験
体
Fc
(MPa) 
配筋 pt (%) 配筋 pw (%)
付着長
(mm) 
No.1-L - 0 
No.1-R 2-D6@80 0.4 
16db
No.2-L - 0 8db
No.2-R 
5 -D13 0.91 
2-D6@40 0.8 
No.3-L - 0 
No.3-R 2-D6@80 0.4 
16db
No.4-L - 0 8db
No.4-R 
6 -D13 1.09 
2-D6@40 0.8 
No.5-L  - 0 
No.5-R 2-D6@80 0.4 
16db
No.6-L - 0 8db
No.6-R 
30
7 -D13 1.27 
2-D6@40 0.8 16db
 
（写真は図 4 裏側から撮影）
 
 
（左上：付着長 16db、pw=0% 右上：付着長 16db、pw=0.4%）
（左下：付着長 8db、pw=0% 右下：付着長 16db、pw=0.8%）
写真 2 最終破壊状況例（主筋 7 本） 
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4.3 実験結果
4.3.1 破壊状況
試験体の最終破壊状況例を写真 2 に示す。ほぼ全ての試験体に
おいて、試験区間の主筋に沿った斜めの微細なひび割れが多数生
じ、繊維によるマルチプルクラック効果を確認した。また、全て
の試験体において、SHCC のかぶりの剥落やそれにともなう最大
荷重以後の急激な耐力の低下はみられなかった。主筋の本数や肋
筋比による最終ひび割れ状況の差異はあまりみられないが、付着
長を 8db とした試験体と付着長を 16db とした試験体を比較すると、
付着長が 8db の試験体の方が試験区間に生じるひび割れ数は少な
かった。また、主筋が 7 本で肋筋比が 0.8%の試験体では、主筋に
沿った斜めのひび割れが最終的に 1 本に繋がり、ひび割れ幅が拡
大してサイドスプリット型の付着割裂破壊を生じた。その他の試
験体では、最終的にはせん断ひび割れが拡大し、割裂ひび割れは
あまり拡大しなかった。また、試験体の底面において、主筋や肋
筋に沿ったひび割れの幅が拡大した試験体がみられた。
 
4.3.2 付着応力－自由端すべり量関係
付着応力－自由端すべり量関係（以下 τ－s 関係）を図 5 に、
付着強度τmaxおよび付着強度時の自由端すべり量 smaxを表 7 に示
す。付着応力は、各主筋に貼付した歪ゲージの測定値から求めた。
図中のプロットは各主筋の最大付着応力点（付着強度）を示す。
表中の付着強度は、各主筋の付着応力の最大値の平均値である。
全ての試験体において最大耐力後の急激な耐力の低下はみられ
ず、繊維による拘束効果を確認した。主筋の本数による τ－s 関
係の形状に違いはあまりみられないが、肋筋比の差異により τ－
s 関係の形状に違いが生じた。肋筋を配している試験体について
は、付着強度時の自由端すべり量が大きくなっていることが分か
る。また、肋筋による主筋の拘束効果により、隅筋の方が中筋よ
りも付着応力が大きくなっている。なお、同一試験体内でみると、
隅筋、中筋によらず、どの主筋もほぼ同じすべり量の時に最大値
を迎えている。
4.3.3 肋筋による付着強度の影響
肋筋比と付着強度の関係を図 6 に、隅筋と中筋の付着強度の関
係を図 7 に示す。ここで、付着強度とは各主筋の付着応力の最大
値の平均値である。
かぶり厚によらず、肋筋比が増大するにつれ付着強度は増大し、
ほぼ線形関係にあることが分かる。また、同一試験体内で隅筋と
中筋の付着強度の平均値を比較すると、肋筋による主筋の拘束効
果により、隅筋の付着強度が大きくなっていることが分かる。隅
筋の中筋に対する付着強度の比率は肋筋比が大きいほど顕著であ
り、pw=0%で 0.99、pw=0.4%で 1.30、pw=0.8%で 1.41 となっている。
4.3.4 既往の付着強度式との比較
付着強度の実験値を、普通コンクリート部材に対する既往の付
着強度算定式である森田・藤井式 3）、終局強度型設計指針式 4）お
よび靭性保証型設計指針式 5）による計算値と比較する。なお、破
壊形式は、実験でのひび割れ状況を勘案し、全ての試験体でサイ
ドスプリット型と仮定している。また、SHCC の圧縮強度は、材
付着長 16db  pw=0% 付着長 16db   pw=0.4% 
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図 5 付着応力－自由端すべり量関係例（主筋 5 本）
表 7 付着強度 τmax および付着強度時の自由端すべり量 smax
主筋本数 5 本 6 本 7 本
 τmax smax  τmax smax  τmax smax
付着長 pw
 (MPa) (mm)   (MPa) (mm)  (MPa) (mm)
隅筋 5.81 0.95 隅筋 5.04 1.43 隅筋 4.87 1.52
中筋 5.94 1.91 中筋 4.76 1.98 中筋 4.48 1.64
16db
(208mm)
0%
平均 5.89 1.53 平均 4.85 1.79 平均 4.59 1.60
隅筋 8.98 2.81 隅筋 7.91 5.29 隅筋 7.78 3.43
中筋 7.06 3.01 中筋 6.32 4.45 中筋 5.62 3.40
16db
(208mm)
0.4%
平均 7.83 2.93 平均 6.85 4.73 平均 6.24 3.41
隅筋 10.03 0.77 隅筋 9.45 0.75 隅筋 7.65 0.45
中筋 11.32 0.60 中筋 9.43 1.00 中筋 8.15 0.74
8db
(104mm)
0%
平均 10.80 0.66 平均 9.44 0.91 平均 8.01 0.66
隅筋 10.48 2.73 隅筋 9.75 3.39 隅筋 8.37 2.76
中筋 7.91 2.51 中筋 6.51 3.26 中筋 5.97 2.64
16db
(208mm)
0.8%
平均 8.94 2.60 平均 7.59 3.30 平均 6.66 2.67
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図 6 付着強度－肋筋比関係   図 7 隅筋と中筋の
付着強度の関係
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料試験より得られた値を用いている。既往の普通コンクリート部材
の実験において、鉄筋のあき間隔が 1.5dbより小さい試験体はないと
考えられるので、算定式の適用範囲外の因子を外挿して比較するこ
ととなる。
実験値と計算値の比較を図 8 に示す。3 式とも、実験値は計算値
を上回っている。計算値に対する実験値の比の平均は、森田・藤井
式で 2.61、終局強度型設計指針式では 2.48、靭性保証型設計指針式
では 3.61であった。鉄筋のあき間隔が小さい場合でも、SHCCの付
着強度は普通コンクリートと比較して顕著に大きい。
5. 厚肉円筒モデルによる付着強度の評価
先に示したように、既往の普通コンクリートに対する付着強度式
では、SHCC の実験値を過小評価している。そこで本研究では、鉄
筋周辺の応力状態を図 9に示すような厚肉円筒モデル 6）とし、SHCC
の力学性能を考慮しながら付着強度の評価を行った。なお、検討の
対象とした試験体は、局所付着割裂実験試験体と単純梁型付着実験
の両者とし、肋筋が配されていない試験体とした。
著者らは、類似の高靭性セメント系複合材料を用いた局所付着割
裂実験において、厚肉円筒モデルの周方向応力を弾塑性状態として
付着強度を評価した 7）。実験結果より求まった塑性域（周方向応力
が一定）の範囲は、おおむね鉄筋径の 1～1.5倍の範囲であった。本
実験の試験体では、かぶり厚が C / db=1.5以下と小さいので、SHCC
の鉄筋周りの応力状態は付着応力が最大の時、かぶり全域にわたっ
て塑性化（一定の引張応力を負担）していると仮定する。また、鉄
筋付着領域外の付着を絶縁した区間の SHCC もひび割れに抵抗し、
割裂面全体で主筋を拘束するものとする。したがって、鉄筋が周辺
SHCC を押し広げる力の軸直交方向成分（割裂応力）と周辺 SHCC
による鉄筋の拘束力には、以下の釣合式が成り立つ。
stbbs Cd ll ⋅⋅=⋅⋅ 2σσ    （1）
ここで、
sσ ：割裂応力
bd ：鉄筋径
bl ：付着長
tσ ：周方向応力（=SHCCの引張強度）
C ：かぶり厚
sl ：割裂面長さ（局所試験体 91mm、単純梁試験体 230mm）
また、鉄筋の付着応力τbと割裂応力σsの間には以下の関係が成
り立つ。
αστ cot⋅= sb    （2）
ここで、
α ：鉄筋が周辺 SHCCを押し広げる力と軸方向のなす角
よって、式（2）に式（1）を代入し整理することにより以下の関
係を得る。
αστ cot2 ⋅⋅⋅=
b
s
b
tb d
C
l
l    （3）
ここで、αの値は、拘束力がある場合の普通コンクリート試験体
により得られた 56°とする 8）。これは、SHCCにおいても、鉄筋が
周辺 SHCCを押し広げる力の伝達機構は圧縮応力場であり、普通コ
ンクリートの場合と同様であると考えられるためである。
実験値と計算値の比較を図 10に示す。計算値に対する実験値の比
の平均は、全試験体で 1.01となり、計算値が実験値をよく評価でき
ているといえる。
 
6．結論
(1) SHCCを用いた部材では、通常の鉄筋コンクリート部材の主筋
のあき間隔より小さいあき間隔においても、繊維による拘束効
果によりかぶりの剥落や最大荷重後の急激な耐力低下は生じ
ず、付着割裂破壊が抑制される。
(2) 肋筋比の増加に伴い、主筋の付着強度は線形的に増加し、肋筋
を配している試験体は付着強度時の自由端すべり量が大きい。
(3) 普通コンクリート部材に対する既往の付着割裂強度算定式に
よる計算値と付着強度実験値を比較すると、実験値の計算値に
対する比率は 2.61～3.61となり、既往の付着強度算定式では実
験値を過小評価する。
(4) 鉄筋周辺の SHCC の応力状態を全て塑性状態であると仮定し
た厚肉円筒モデルにより、SHCCの付着強度を評価できる。
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【付録】
(1) 藤井・森田式 3)  （重力単位系）
stcou τττ +=
( ) cico Fb 427.0307.0 +=τ
( ) cbstst FsNdkA /9.24=τ
1/ −= bi Ndbb
梁水平上端筋以外の場合には、1.22 を乗ずる。
(2) 終局強度型設計指針式 4)  （重力単位系）
stcou τττ +=
( ) cico Fb 5.04.0 +=τ
bcw
su
st dFbpN
N
N
N
N
/
15520
’⎟⎟⎠
⎞
⎜⎜⎝
⎛ ++=τ
1/ −= bi Ndbb
梁水平上端筋の場合には、0.8 を乗ずる。
(3) 靭性保証型設計指針式 5)  （重力単位系）
stcou τττ +=
( ) cico Fb 33.027.0 +=τ
( )( ) wiwst pbNN 1/460550 ++=τ
1/ −= bi Ndbb
梁水平上端筋の場合には、0.75+σB/4000 を乗ずる。
ここで、
τu ：付着強度
τco ：横補強筋がない場合の付着強度
τst ：横補強筋による付着強度の増分
db ：主筋径
Ast ：一組の横補強筋の断面積
s ：横補強筋の間隔
N ：主筋本数
σB ：SHCC の圧縮強度
b ：試験体断面幅
Nw ：一組の横補強筋の足の数
Ns ：一列主筋のうち中子筋のかかっているものの本数
Nu ：一列主筋のうち中子筋のかかっていないものの本数
pw ：横補強筋比
pw’ ：断面外周に配筋された横補強筋比
 
